
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

８２６２４

若手研究(B)

2015～2014

日本企業の研究開発の優位性及び企業パフォーマンスへの貢献に関する研究

Empirical Studies of Japanese R&D Advantage and Firm Performance

２０５９９９３０研究者番号：

枝村　一磨（Edamura, Kazuma）

文部科学省科学技術・学術政策研究所・第2研究グループ・研究員

研究期間：

２６７８０１６６

平成 年 月 日現在２８   ６   ６

円     2,900,000

研究成果の概要（和文）：本研究では、特許データを用いて日本の研究開発水準をアメリカ、ドイツ、中国、韓国、台
湾と比較し、米独中韓台から日本への特許出願を考慮しつつ、日本企業の研究開発成果が企業パフォーマンス向上に寄
与しているか否かを統計的に分析しました。日米独中韓台の特許庁に出願された特許件数で比較したところ、確かに19
80年代は日本への出願が技術分野を問わず多いですが、諸外国によるキャッチアップが進み、最近は特に中国への出願
が急増していました。また、日本企業において、平均的に見ると研究開発の成果は企業価値や生産性向上に寄与してい
ませんが、技術分野によっては寄与している可能性がありました。

研究成果の概要（英文）：This research project compared the number of patents applied in Japan, USA, 
Germany, China, Korea, and Taiwan and analyzed the relationship between output of research and 
development (R&D) and firm performance in Japan empirically. According to the results comparing the 
number of the patents applied in Japan, USA, Germany, China, Korea, and Taiwan using PATSTAT database, 
although the most patents were applied in Japan in 1980’s, patent application in China were increasing 
exponentially within recent years catching up with Japan, USA, and Germany. In addition, the estimation 
result of firm value equation and total factor productivity equation using panel data of Japanese firms 
showed that a Japanese firm could improve the firm performance not by its R&D totally but by some 
technological areas.

研究分野：産業組織論

キーワード： 研究開発　トービンのQ　生産性
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１．研究開始当初の背景 
本研究を開始した背景は、大きく 2つあり
ます。1つは政策的な背景、もう 1つは学術
的な背景です。 
第 1は、世界における日本の技術力に関す
る「通説」を統計的に確認する必要があるこ
とです。日本企業は最近になって、研究開発
水準は世界の中で優位であるが、研究開発の
成果が企業パフォーマンスにつながってい
ないと一般的に言われています。平成 25年 6
月に閣議決定された成長戦略「日本再興戦
略」においては、日本企業が近年、研究開発
の成果が利益につながらず、「技術で勝って
ビジネスで負け」ていると指摘しています。
しかし、このような日本企業の研究開発活動
と企業パフォーマンスに関する関係は、統計
的に検証されてきませんでした。そこで本研
究では、研究開発活動の成果を示すデータの
1 つである特許データを活用し、日本の研究
開発水準を米欧中韓台と比較します。 
第 2は、学術研究として、研究開発成果が
企業パフォーマンスにインパクトを与えて
いるか否かを分析することです。また、海外
から日本への特許出願件数が日本企業のパ
フォーマンスに与える影響も分析します。特
許データを用いて、研究開発成果が企業パフ
ォーマンスに影響を与えているか否かを分
析した事例は数少なく、海外における研究開
発活動も考慮した分析はほとんどありませ
ん。そこで本研究では、研究開発成果と企業
パフォーマンスとの関係を、海外における研
究開発成果も考慮して統計的に分析します。 
 
２．研究の目的 
本研究では、研究開発成果の代理指標とし
て特許データを使って、日本が米欧中韓台と
比較して研究開発成果が進んでいるか否か
と、日本企業の研究開発成果が企業パフォー
マンスにインパクトを与えているか否かを
米欧中韓台の研究開発成果を考慮しながら
統計的に分析します。 
本研究が先行研究と異なる点は、先進国で
ある欧米の特許データだけでなく、近年プレ
ゼンスを高めている新興国の中韓台の特許
データを、技術分野別に整理して、それが日
本企業の研究開発活動やパフォーマンスに
与える影響を総合的に分析することです。本
研究の結果として、日本企業の研究開発が国
際的にどのような水準にあるのかが技術分
野別に明らかとなります。また、研究開発の
成果が企業パフォーマンス向上に与える影
響や、企業パフォーマンス向上に寄与する研
究開発成果の権利化の在り方、海外から日本
への特許出願が日本企業に与える影響をそ
れぞれ議論することが可能となります。成長
戦略等の政策に関する基礎的資料となるだ
けでなく、産業組織論や国際経済学分野の研
究への大きな寄与が期待できます。 
具体的には、以下の分析を行います。 
(1)欧米や新興国と、日本企業との特許出願動

向の比較 
 特許出願動向を国際的に比較する先行研
究には、日米欧の特許庁に出願された特許件
数を、特許庁の国籍別に集計して分析した研
究や、特定の技術に注目して同様の分析をす
る研究が行われてきました。しかしながら、
特許が出願された特許庁の国籍だけでなく、
特許の技術的特性を考慮した国際比較もほ
とんど行われていません。本研究では、欧米
や中国、韓国、台湾、日本に出願された特許
について、出願先国別、技術分野別に時系列
で集計し、日本企業の特許出願動向の特徴を
分析します。日本企業が欧米や中韓台におけ
る出願人と較べて特許を多く出願している
か否かを把握できます。それと同時に、日本
企業が欧米中韓台よりも研究開発水準が高
い技術分野、低い技術分野を分析することも
できます。 
(2)研究開発成果が企業パフォーマンスに与
えるインパクトの分析 
 先行研究では、特許出願件数や登録件数、
被引用件数と、企業の生産性との関係を生産
関数のアプローチを用いて企業レベルで分
析した研究があります。また、特許の情報や
スピルオーバーと、トービンの Qとの関係を
企業価値関数アプローチを用いて分析した
研究もあります。ただし、先行研究では、一
国内の企業を分析対象としているものの、当
該国外での研究開発活動の動向を考慮した
生産関数や企業価値関数の分析はほとんど
行われていません。そこで本研究では、日本
企業が欧米中韓台に出願している特許や、そ
の他の日本企業による欧米中韓台への出願
特許、欧米中韓台における出願特許の情報を、
従来の生産関数や企業価値関数に加味した
分析を行います。日本企業が特許を出願して
いる場所別（日本のみ、日米欧三局、日中韓
台のみ、日米欧中韓台）に特許件数を集計し
て分析に含めることで、日本企業の研究開発
成果の権利化の在り方が企業パフォーマン
スに与えるインパクトを抽出できます。また、
国籍が欧米中韓台である出願人の特許情報
を考慮することで、日本国内だけでなく、海
外から日本への特許出願行動を考慮した分
析を行うことができます。これらの分析結果
を踏まえて、日本企業が生産性や企業価値の
向上を目的として効率的に研究開発成果を
活用するための産業政策や、経済政策、科学
技術イノベーション政策の基礎資料を提供
することを目的とします。 
 
３．研究の方法 
本研究では、研究開発の成果の代理指標と
して特許データを利用し、日本企業の研究開
発が欧米や中韓台と比較してどのような水
準にあるのかを定量的に分析します。分析に
は、国際的な特許データベースである
PATSTAT を用います。日欧比較を行う際には、
ヨーロッパで最も特許出願件数が多いドイ
ツのデータを用います。つまり、出願国が日



本、アメリカ、ドイツ、中国、韓国、台湾の
データを抽出します。また、比較的安定的に
データを抽出することができる 1981 年から
2013 年までの間に出願された特許データを
抽出します。各特許データには、特許の技術
分野である国際特許分類（IPC）が付されて
いるので、IPC のセクションごとの出願件数
も集計します。 
日本企業の研究開発成果と企業パフォー
マンスとの関係を米独中韓台の研究開発成
果を考慮しながら統計分析する際には、日本
の特許データベースであるIIPパテントデー
タベースと企業財務データを、NISTEP 出願人
名寄せデータベースを用いて接合します。出
願人名と企業名、出願年と企業財務の実績年
を接合し、企業レベル、年レベルのパネルデ
ータを構築します。また、米独中韓台から日
本への特許出願を考慮するため、年レベルで
各国からの出願件数を集計し、推計モデルに
含めます。推計を行う際には、パネルデータ
分析の手法である固定効果モデルまたは変
量効果モデルを用いて、企業固有の効果を考
慮した統計分析を行います。 
 
４．研究成果 
 出願国別に 1981 年から 2013 年までに出願
された特許の件数と割合をまとめたのが、図
1 です。上段は出願件数、下段は日米独中韓
台の割合をまとめています。2000 年代までは
日本やアメリカ特許庁への出願が多いです
が、2000 年代後半からは中国特許庁への出願
が急激に増加しています。 

図 1 出願国別 特許出願件数割合(出願
年：1981 年～2013 年) 
 
 セクション A（生活必需品）について特許
出願件数を集計したのが、図 2です。2005 年
前後にはアメリカへの出願が多いですが、近
年は中国への出願が多くなっています。 

図 2 IPC 別 特許出願件数割合（セクショ
ン A） 
 
セクション B(処理操作、運輸)について特
許出願件数を集計したのが図 3です。2000 年
頃までは日本やドイツへの出願割合が高い
ですが、近年は中国への出願件数が急激に増
加しています。 

図 3 IPC 別 特許出願件数割合（セクショ
ン B） 
 
セクション C(化学、冶金)について特許出
願件数を集計したのが図 4です。2000 年代ま
では日米独への出願が多いですが、他の技術
分野と同様に中国への出願が近年急激に増
加しています。 

図 4 IPC 別 特許出願件数割合（セクショ
ン C） 
 

図 5 IPC 別 特許出願件数割合（セクショ
ン D） 
セクション D(繊維、紙)について特許出願件
数を集計したのが図 5です。他の技術分野と
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同様に中国特許庁への出願件数が近年急減
期に増加していますが、その割合は他の技術
分野と比べても大きくなっています。 
セクション E(固定構造物)について特許出
願件数を集計したのが図 6です。中国特許庁
への出願件数は近年急激に増加しています
が、韓国への出願も 2000 年代半ばからおお
くなっています。 

図 6 IPC 別 特許出願件数割合（セクショ
ン E） 
 
セクション F(機械工学、照明、加熱、武器、
爆破)について特許出願件数を集計したのが
図 7です。80年代は日本への出願が半分以上
を占めていましたが、最近まで減少傾向にあ
ります。日本に変わって、2000 年代初頭まで
はドイツが、近年は中国への出願が多い傾向
にあります。 

図 7 IPC 別 特許出願件数割合（セクショ
ン F） 
 
セクション G(物理学)について特許出願件
数を集計したのが図 8です。日本への出願件
数は減少傾向にあり、近年はアメリカ、中国
への出願が増加傾向にあります。 

図 8 IPC 別 特許出願件数割合（セクショ
ン G） 
 
セクション H(電気)について特許出願件数
を集計したのが図 9です。日本やドイツへの
出願は減少傾向にありますが、アメリカ、中
国、韓国への出願が増加傾向にあります。 

図 9 IPC 別 特許出願件数割合（セクショ
ン H） 
 
以上のグラフから、日本への特許出願はど
の技術分野でも相対的に減少傾向にあるこ
とがわかります。一方、中国への特許出願は
どの技術分野でも顕著であり、中国において
知識の蓄積が近年進んでいることも示唆さ
れています。特許出願人は、出願国籍の割合
が多い傾向があることを考えると、日本では
知識の蓄積が相対的に進んでおらず、中国に
集中している可能性があり、中国による日米
独のキャッチアップが急速に進展している
ことが考えられます。 
 次に、日本企業における研究開発成果と企
業価値の関係を、米独中韓台から日本への特
許出願件数を考慮して回帰分析します。
Griliches(1981)のモデルをもとに、下記の
モデルを推計します。 

ln it it
t it i it

it it

V P FP XK K         
 

  

Vit は、企業 i の t 年における企業価値を示
します。また、Kは総資産、FP は米独中韓台
から日本に出願された特許件数、X は企業特
性、αは固定効果です。P は特許ストックで
あり、企業 iが t年に出願した全特許と、セ
クションごとの特許をそれぞれストック化
したものです。これを固定効果モデルで推計
した結果をまとめたのが表 1 です。[1]の結
果を見ると、特許ストックを総資産で除した
変数の係数が有意に負であることがわかり
ます。特許ストックの増加が企業価値を低下
させている可能性が示唆されています。一方、
ドイツや中国からの出願件数の係数が有意
に正であることから、独中による日本への特
許出願の増加は、日本企業の企業価値を向上
させている可能性があります。[2]～[8]の結
果を見てみると、各国から日本への出願件数
の増加に関する係数の符号は、技術分野によ
って異なることがわかります。ただ、台湾か
らの出願件数は一貫して負です。これは、台
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湾から日本への特許出願が増加すると、日本
企業の企業価値が低下する可能性を示して
います。以上から、全体を平均して日本企業
では研究開発の成果が企業価値に直結して
いないが、技術分野によっては企業価値を向
上させる研究開発の技術分野があることが
統計的に示唆されました。また、海外から日
本への特許出願も日本企業の企業価値にプ
ラス、マイナス両方の影響を与えています。
海外から日本への特許出願によって日本国
内に知識が蓄積されて新しい知識の創出を
促し、その結果企業価値が増えた可能性があ
ります。一方、海外から特許出願された技術
をそのまま使うことができなくなり、研究開
発が非効率となった結果、企業価値が向上し
ない可能性もあります。 
 
表 1 企業価値方程式の推計結果 

※+は 10％以下の有意水準で正、-は 10％以下の有意水

準で負、0は統計的に有意ではないことを示す。 

 
 最後に、日本企業における研究開発成果と
生産性の関係を、米独中韓台による日本への
特許出願を考慮して回帰分析します。生産関
数を出発点として、以下のモデルを推計しま
す。 

   ln ln ln( )it it t it i itTFP P FP X        

TFPit は、企業 i の t 年における全要素生産
性（TFP）です。TFP は、トランス・ログ型生
産関数から推計しています。これを固定効果
モデルで推計した結果をまとめたのが表2で
す。[1]の結果を見ると、特許ストックの係
数が有意ではありません。特許ストックの増
加は、生産性向上に寄与していないことが示
唆されています。一方、アメリカからの出願
件数の係数が有意に正であることから、アメ
リカ国籍の出願人による日本への特許出願
の増加は、日本企業の TFP を向上させている
可能性があります。[2]～[8]の結果を見てみ
ると、特許ストックの符号は[2][7][8][9]で
有意に正、それ以外で有意に負となっていま
す。技術分野によって、生産性向上に寄与す
る研究開発と、そうでないものがあることが
示唆されています。また、各国から日本への
出願件数の増加に関する係数の符号は、技術
分野によって異なることがわかります。以上
から、全体を平均すると日本企業では研究開
発の成果がTFP向上に直結していないですが、
技術分野によっては生産性向上に寄与する
研究開発の技術分野があることが統計的に
示唆されました。また、海外から日本への特
許出願も日本企業の生産性にプラス、マイナ
ス両方の影響を与えています。企業価値の分
析結果と同様に、海外から日本への特許出願
によって日本国内に知識が蓄積されて新し

い知識の創出を促し、その結果生産性が向上
した可能性があります。一方、特にドイツか
らの特許出願件数については正の符号を得
られなかったことから、ドイツから特許出願
された技術が日本企業と競合関係にあり、当
該技術を迂回するような技術開発を行う必
要が生じて研究開発が非効率となった結果、
生産性が低下した可能性もあります。 
 
表 2 TFP 方程式の推計結果 

[1] [2] [3] [4] [5] [6] [7] [8] [9]
特許のIPCセクション A～H A B C D E F G H
特許ストック 0 + - - - - + + +

アメリカからの出願件数 + + - - - - - - -
ドイツからの出願件数 - - 0 - - - 0 - -
中国からの出願件数 - - - - - - - + -
韓国からの出願件数 - - + + + - - 0 0
台湾からの出願件数 - - 0 - - - + + -  
※+は 10％以下の有意水準で正、-は 10％以下の有意水

準で負、0は統計的に有意ではないことを示す。 

 
以上の分析結果をまとめます。世界と比較
して優れていると言われていた日本の研究
開発水準は、諸外国によってキャッチアップ
されてきており、特に中国におけるキャッチ
アップが近年急激に進んでいると言えます。
また、日本企業においては、研究開発の成果
が必ずしも企業価値や生産性の向上につな
がっていないことも統計的に示唆されまし
た。加えて、諸外国における研究開発活動が
日本企業の企業価値や生産性に少なからず
影響を与えていることも示唆されました。ま
た、本研究の成果の一つである枝村・乾
(2016)では、研究者の多様性が特許出願を促
す可能性を示しており、特に企業において研
究者の年齢構成に偏りがないこと、博士号取
得者の人数と割合の増加、女性研究者の人数
と割合の増加が、特許出願件数を増加させる
ことが示されました。本研究の成果の一つで
ある枝村・隅藏・古澤(2016)では、採用する
研究開発者の学歴によって、研究開発や新製
品・サービスの開発に与える影響が異なるこ
とも示されました。本研究のその他の成果も
総合して考えると、確かに日本企業は研究開
発の成果を企業パフォーマンスにつなげる
ことができていないかもしれないが、それは
技術分野に依存しており、研究開発者という
研究開発リソースを適切に管理することで
研究開発効率性が向上し、企業パフォーマン
スの向上もつながることも考えられます。 
本研究の結果から、技術政策や産業政策を
検討する際に、企業一律に政策を実施するの
ではなく、サポートする技術分野や諸外国か
ら日本に出願される特許の状況を考慮に入
れる必要性が指摘できます。企業価値や生産
性の向上に寄与するような技術分野を選定
し、諸外国からの特許出願を技術分野別に随
時モニタリングしながらタイミング良く政
策を実施することで、日本企業のパフォーマ
ンスの向上が期待されます。 
今後の研究課題として、諸外国から日本へ
の特許出願を分析に含める際に、その技術的
近接性も考慮することがあげられます。企業
にとって、自社の技術と似ている技術ほど他

[1] [2] [3] [4] [5] [6] [7] [8] [9]
特許のIPCセクション A～H A B C D E F G H
特許ストック/総資産 - - - + + - - - -
アメリカからの出願件数 0 + - + + + - + +
ドイツからの出願件数 + - + - + - + + +
中国からの出願件数 + - + 0 - - + 0 +
韓国からの出願件数 - - - - + + - - -
台湾からの出願件数 - - - - - - - - -



社に先に開発されると経営に大きな影響が
あり、自社と全く関係ない技術が他社によっ
て開発されても経営には影響がありません。
本研究では諸外国から日本に出願される特
許について、IPC の情報を用いることで考慮
しようと試みましたが、企業と外国との技術
的距離や技術同士の距離を考慮した技術的
近接性を明示的にモデルに含めることで、よ
り精緻な分析が可能となります。 
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